




















































































































































段 1 2 3 4 5??
プロセスの評価と 概　念 詳　細 建　設 運　転








活処 発　　プ 口 サ　　　　ウ 計工ユ 達動理 見　　ツ セ ブ　　　ト 程　1
のと
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@ングの累績工数 0～5％ 5～15％ 40～70％ 95～100％
3－－2　　建設の累積
@　　L数
0 0 0～5％ 100％
4　最終時の





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































× × × ×
Sbr鵬P鳳1旧or　DI重c㎞ × × × ×









? ? × ×
（註）　この表の上の横欄は部門を示す．左の縦の欄は仕事（建設の業務）を示す，大きく本社，建設現場，
　　建設発注者に分れている．×印は，仕事の遂行について責任をもつ部門を示す．
を担当することがしばしばある（千代田化工
の場合それがあるという）。しかしアメリカ
では，そのようなことを顧客は喜ばないと言
う。そこで，仕事の量に応じて，チー・一・ム員の
人員数を弾力的に変えてゆくことが必要にな
る。
　専任のチームを編成する場合にも，ある機
能は専任で，他の機能は兼任でチームを編
成する場合がありうる。第6表はドラポー
（Dravo）社のチームの例では，化学関係の設
計と，建設管理とは専任のチームであるが，
土木，建築の設計などは兼任のチームであり．
また調達も兼任であり，品質，スケデュール
原価の計画と統制のスタフも兼任である。
　さらに，プロジェクトの遂行セこは，専任，
兼任のチーム員の活動ばかりで遂行できるも
のではなく，各種の部門の協力を必要とする。
そこで，仕事の分担と，コミュニケーション
の方法を明らかにしておく必要がある。第9
表はこのような分担表の例であり，これをみ
ると，本社のプロジェクト・チーム，本社部
門，建設管理部，下請会社，建設の発注者な
どが相互に分担して，建設を行なっているこ
とがわかる。設計段階では，もっと多くの部
門が分担しているであろう。
　さらに，プロジェクト・チームは一時的な
組織であって，それに対して人員を供給し，
引き取り，教育し，知識を蓄積する組織が必
14
’要であり，固定的な組織である各機能部門は，
そのような機能を果たしている。
　　さらにチr・一ムの解散と共に情報が消滅して
　しまう恐れがあり，実績の報告書（close　out
report）を綿密に書いておくことが必要であ
　る。
　以上のようにプロジェクト・チームはその
欠点として，（イ）メンバーに充分に仕事を連絡
　し，その生産性を高める努力を必要とする，
（ロ）チームだけですべての仕事を達成すること
はできない，の人材の養成と供給には機能的
部門を必要とする。また情報の蓄積のために
　も機能的な部門を必要とする，←）実行後に，
プロジェク5の遂行についての経験の情報が
散逸してしまう恐れがある。
　以上のようなプロジェクト・チームの欠点
を修正することが，プロジェクト・チームの
成功のためには必要とされるのである。
B　技術者の雇用と動機づけ
　巨大プロジェクトの計画と実施のためVこは
大量の技術者（engineer）を必要とする。そ
の数は，例えば次のようである。
　フルオァ社……約6，000人
　シャコブス社……1，800人
　ブラウン・ルート社……8，000人
　バーンズ・アンド・ロー社……1，800人
巨大プロジェクトの計画と管理（その1）（河野）
　日本では，
千代田化工……約1，900人
　日揮及び東洋エンジニアリング社……約
　　　　　　1，200人～1，000人（推定）
となっており，この内訳は千代田化工の例を
とってみると，
機械工学
化　学
化学工学
電気
建築
土　木
その他
　46％
　16％
　10％
　6％
　5％
　5％
約10％
となっている。
　このような大量の技術者をもつことは，日
本とアメリカ以外の国では困難であろう。そ
れは両国では，国立大学と私立大学との複合
的な教育システムをもっており，大量の技術
者を教育し卒業させているからである。
　大量の技術者をうるために，その獲得と保
有と教育とをどのように行なっているかを，
アメリカの会社の例についてのべてみる。ア
メリカでは沢山の大学から，数十人ないし百
人以上の卒業生を毎年採用している。そして
1年間は計画的配置転換（job　rotation）に
よって，設計部門，スタフ部門，現場の経験
をつませる。またその後の教育のために会社
内には，20ないし30の教育コースがあり，3
ヵ月ないし4ヵ月をそれにかける場合が少な
くない（Fluor社，　Barns＆Rowe社）。
　大量の技術者をもつ一方で，仕事は受注生
産であり，仕事の波があり，それをどのよう
に処理するか。アメリカの他の企業がブルー
カラーを一時解雇（lay－off）するように解雇
するであろうか。
　一般のアメリカの会社でも，鍵になるスタ
フを簡単に・一時解雇することはない。同様iに
エンジニァリング会社にとって最大の資産で
ある技術者を，一時的にせよ解雇することは
稀である。フルオア社は1970年初期の不況期
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にも技術者を解雇せず，数百万ドルの負担で
温存した。これはその後の同社の飛躍の基礎
になったといわれる。
　他の会社では，正規の技術者（permanent
staff）と一時的な技術者（temporary　staff）
とをわけて，それによって正規の技術者の雇
用を確保している。
　仕事の波動は，各人にとっては会社以上に
大きい。そこで例えぽマクラーレニ社では，
各人の時間のうち，すでに割り当てられてあ
る時間と，仕事のない時間とを明らかにし各
部門間の仕事の移転によって，負担の平準化
をはかっている。
　さらに仕事の波を減少させる最も重要な前・
提は，長期計画をたてて受注の方向を定め，
大量の発注残（badklog）をもっていることで
あろう。
　技術者の動機づけは如何に行なわれている
か。アメリカの企業において外的報酬として
は，何が重要であるかを管理者への質問によ
って筆者が調査したところによると，金銭的
なボーナスをプロジェクトの成功と関連づけ，
または個人の貢献と関連づけて誘因とするこ
とは，一部の会社で行なっている。しかしそれ
よりも重要であるのは，管理職例えぽ課長
（manager）への昇進，または資格（job　title）上
の昇進，例えぽコンサルタント（consultant）
やデザイン・エンジニア（design　engineer）
などへの昇進である。エンジニアにとって仕
事そのものが最も重要な内的報酬であろうが，
その仕事をきめる前提となる昇進などの外的
報酬が重要となるのである。
W　契約形態
A　契約金額の決定
契約金額の決定の仕方は，巨大プロジェク
トの計画のたて方と統制の仕方に大きな影響
を与え，ひいてはプロジェクトの品質と原価，
工期に影響を与える。それは工事を発注する
側と，工事の設計，建設を行なう側と，双方
の危険に大きな効果を与えるからである。
　例えば前例のない巨大プロジェクトを固定
価格の請負契約によって実施すれぽ，建設を
請け負う側の危険は大きい。このことから，
契約時期は遅れる。工事の設計などその内容
が明らかになり，原価の見積りが正確にでき
るときまで契約は結ばれない。このために工
事の完成時期は，非常に遅れる。
　反対にコスト・プラス・フィーの契約で工
事契約が結ばれれぽ，早く契約し，契約後に
も設計も進められ，早く，品質のよい工事が
期待できる。その代りに，発注者の側で，工
事金額の増減を負担しなけれぽならない。ま
た詳しい統制が行なわれ，時々刻々発注者側
に報告される必要があり，統制のための情報
量は多くなる。
　契約金額の決定方法は，第11表のように分
けられる。これらのなかで最も重要であるの
は，固定評価契約（fixed　price　contract）と，
コスト・プラス・フィー（cost　plus　fee　con・
tract）とである。これらを設計と建設とに分
けて分析すると第10表のようになる。アメリ
カで最も多いのは，（1）のケースであり，設計
も建設も共に最終的に原価を計算して，契約
金額が確定する。第11表にみるように，アメ
リカでは68％の場合がこれに属する。ここで
固定フィーというのは，建設費の目標との差
に対してボー・ナスなどは支払おれない，とい
う意味である。ケース（2）の固定価格契約は，
日本に最も多い。それは75％をしめる。
　ケース（3）は，設計は固定価格，建設はコス
ト・プラス・フィーであり，第11表の（4）の場
合に含まれるから，アメリカに多い形態であ
るといえる。
　固定価格とは，契約時に設計と建設との価
格を決定したならぽ，その後価格を変えない
ことである。固定価格といっても，コストに
適正利益をプラスして決定したものであるか
第10表　設計と建設との価格の決定法
減1・ス・・プ・ス 固定価格
1 設　　計建　　設
2 設　　計建　　設
3 建　　設 1設計
4 設　　計 建　　設
第¶1表　契約金額の決定方法の調査
契約対価っまり契約金額の決め方には大きく分けて，ランプ・サム方式とコスト・プラス・フィー方式
がありますが・次にこれをさらに細分化しました。それぞれの契約の，件数でのおおよそのウエイトをパ
一セソトでお答え下さい。
〔日本16社〕　〔US7社〕????
9
ラソプ・サム固定価格契約
ラソプ・サム・エスカレーショソ条項付契約
ラソプ・サム・プラス・ユニット。プライス契約
コスト・プラス・固定フィー契約
コスト・プラス・スライディソグ・フィー契約
最高保障額付コスト・プラス・フィー契約
利益分配条項付コスト・プラス・フィー契約
ボーナス。ペナルティ付コスト・プラス・フィ契約
　（ターゲヅト・プライス型コスト・プラス・フィー契約）
その他（　　　　　　　　　　　　　）
（75）％
（14）％
（3）％
（4）％
（0）％
（1）％
（1）％
（1）％
（1）％
（ユ5）％
（2）％
（0）％
（68）％o
（12）％
（5）％
（0）％
（0）％
（0）％
（註）調査法については，註Aを参照．
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巨大プPジェクトの計画と管理（その1）（河野）
ら，経済学や経営学での一般的な価格決定の
型では，広義のコスト・プラス適正利益によ
る価格決定のうちに入る。
　また固定価格による請負でも契約後に設計
変更が行なわれれば，価格は改訂される。も
し「設計変更」が自由に行なわれるならば，
名目は固定価格でも実質はコスト・プラス契
約に近づく。
　コスト・プラス・フィー契約の場合には，
建設実費が支払われるわけであるが，契約者
の決定には，設計費用と建設費の見積が必ず
行なわれるから，この点では固定価格契約的
と異ならない。ただ契約者の選定は，原価よ
りも設備の品質と建設の工期の早さとによっ
て行なわれる。また見積は早い時期に行なわ
れるから誤差が大きい。
　固定価格契約の利点は，発注者側に価格に
ついての危険が少なく，発注者側は利益計画，
資金計画をたて易い。建設の無理システムに
も簡単なものですむ。
　欠点は何か。建設を請け負う会社にとって
は危険負担が大きく，その危険を補うために
利益を大きくとり，契約金額も高くなる。ヱ
事の契約も遅れ，完成も遅れる。前例のない
巨大プロジェクトについては，特にそうであ
る。また品質よりも原価の節約に重点がおか
れる。
　したがって固定価格は，前例のある，はっ
きりと工事内容の確定した契約に適する。
　コスト・プラス・フィー契約の利点と欠点
とは，上記の裏がえしである。すなわち利点
としては，建設金額についてのリスクは発注
者側が負うから，建設会社はそのリスクを免
れる。したがって前例のない巨大プロジェク
トでも早く発足しうる。契約の締結後にも設
計を進めることが大幅に万能である。また質
のよい工事をする可能性が多い。これは双方
にとって有利である。
　その欠点は，発注者側が建設費の増減の危
険負担を負うほかに，契約後，主要な機器の
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選定や，工事の遂行など双方で協議をしなが
ら進めるから手数もかかり，また進行の過程
で実績と予測の情報を頻繁に発注者に報告し
なけれぽならない。したがって統制のための
完備した情報システムを持っていることが必
要であり，このためのコストがかかる。
　では日本には何故固定価格が多く，アメリ
ヵにはコスト・プラス・フィー契約が多いか。
　これは先ず発注者側の事情による。共産圏
の国と発展途上国とでは，固定価格を選択し
がちである。それによって担当者の責任は軽
くなる。また契約後の共同的な管理の能力は
低くてもよい。また日本では発注者も固定価
格を主張することが多い。これは上記の理由
のほかに受注側が競争のため強く，発注者側
が強いためである。さらにこれに日本的な事
情が加わる。日本では建設会社を信頼し，一
たん契約を結んだならば，あとは任せること
を好む。いちいち相談し，いちいち指示し，
いちいち管理することは日本的なものの考え
方に合しない。日本では細かく計画し，細か
く統制することを好まない傾向がある。
　アメリカでもコスト・プラス・フィー契約
は最近の展開であるといわれる。それは高度
の技術を内蔵した，巨大プロジェクトが増加
したためである。また他方において建設会社
の力が強く，危険を避けるためにこのような
契約形態を主張したためである。発注者側も
コスト・プラス・フィーの契約の利点を認め
て，それを利用しようとしているからである。
B　契約の範囲
　建設会社が建設業務を行なう場合に，どの
範囲の建設業務を一社で担当するかによって，
部分的な契約と包括的なタ“ン・キー契約
（tUrn　key　contract）との区別を生ずる。部
分的な契約とは，例えば土木工事を除いた化
学プラントの本体部分のみの建設契約とか，
または原子炉部分のみの建設とか，または原
第12表　契約業務の範囲
　契約業務範囲はプロジェクトによって多種多様と思いますが，次のように分類すると，それぞれは件数
でおおよそどのくらいのウエイトでしたか。パーセソトでお答え下さい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔日本16社〕〔US7社〕
1．　FOB型契約（部分的契約）
2．　ターソ・キー型契約
3．設計契約
4．その他（　　　　　　　）
（56）％
（32）％
（8）％
（6）％
（2）％
（45）％
（51）％
（2）％
（註）　調査の方法は末尾の註Aを参照．
子炉を除いた他の配管や発電設備のみの建設
契約とかなどである。包括的なターン・キー
契約とは，建設工事のすべて，すなわち整地
や土木工事，仮設物から本体や付属のタンク
などまで全システムの建設を契約の対象とし，
正常な運転ができるところまで，すなわち発
注者はただ鍵を回せぽ（turn　key）工場が動
き出すところまでを契約の対象とすることで
ある。ターン・キー契約は，最終的な運転に
責任をもつということよりも，むしろ包括的
な契約に特色がある。
　固定価格契約で，ターン・キー契約の場合
には建設会社の責任は加重され，リスクは大
きい。しかしコスト・プラス。フィー契約で
ターン・キー契約ならぽ，双方のリスクは少
ない。
　部分契約の場合，建設工事の統合は発注者
が行なわなければならない。しかしターン・
キー契約の場合には，それらは建設会社が行
なうので発注者側の負担は軽い。アメリカで
は巨大な石油精製会社のエクソンでさえも，
国内の石油精製設備の建設にターン・キー方
式による契約を原則としている。それは波動
の大きい建設業務のために，人員を常にもっ
ていることは不経済であるとの判断にもとつ
く。
　これらの契約形態の日米の比較は，第12表
のようである。この差異の理由はどこにある
か。
　この理由は，一方では発注者側の事情によ
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り，他方ではエンジニアリング会社の側にあ
る。
　共産圏では，秘密を守るためにターン・キ
ー契約を好まない。したがって共産圏に多く
の契約を持つ企業は，部分契約を結ぶ。
　発展途上国ではプロジェクトの統合化の能
力が低いから，ターン・キー契約を望む。
　他方において，供給者側の事情もある。エ
ンジニアリング会社が機器の生産会社の一事
業部であるときには，プロジェクトの全シス
テムを統合する能力は低い。それ故に部分契
約になるか，または他のターン・キー一・・契約者
の下で部分的契約をもつか，ということが多
くなる。
　アメリカでターン・キー契約が多いのは，
エンジニァリング会社が強力であって，全シ
ステムを統合する能力があること，発注者も
それを好むこと，とくに電力会社が日本のよ
うに9電力に集中せず，非常に分散している
ために自ら建設を統合する能力がないこと，
などによる。
　ターン・キー型の場合，とくにそれがコス
ト・プラス・フィー型と組み合わされた場合
には，プロジェクトの計画と管理のシステム
は高度に整備されたものであることが必要で
ある。それは競争力の重要な要因になる。
〔註A〕　調査の方法
日本……1977年12月に，千代田化工，目揮，東
洋エンジニアリング専業3社のほか，日立製
巨大プロジェクトの計画と管理（その1）　（河野）
作所など兼業13社，合計16社に郵送質問紙法
　によって調査。別に訪問調査も行なう。
アメリか・…・1978年3月に，Fluor　Engineers
　＆Constiuctors，　inc．；Jacobs　Engineering
　Co．；Brown＆Root　inc．；Bechtel　incorp－
orated；Dravo　Corporation；の7社を訪問
　し，質問紙と面接とにより調査。
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　Issues　（1976）
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